
平成 ２１年度 ～ 平成 ２３年度

 　栃　木　県

　栃木県立がんセンター経営改革プラン

　栃木県立がんセンター

　栃木県宇都宮市陽南４丁目９番１３号

平成２１年３月２３日　　（平成２１年６月２２日一部改正）

プ　ラ　ン　の　名　称

策　　　　定　　　　日

病 床 数

診療科目

１　県内唯一のがん専門病院として高度専門的・先進的ながん医療を提供すること。
２　都道府県がん診療連携拠点病院として、県内のがん医療水準の向上に貢献するこ
と。
３　新しい治療法、新規抗がん剤開発等のための治験や臨床試験に積極的に取り組むこ
　と。
４　がん予防対策に取り組むこと。
５　県民に対してがん医療情報を積極的に提供すること。

１　高度医療に要する経費
　(1) 高度医療を提供するため医療法の基準を上回る医師を配置するための人件費
　(2) 高度医療機器の運用に伴う収支差及び減価償却費の1/2（H14年度以前分：1/3）

　３５７床

　内科、心療内科、呼吸器科、消化器科、循環器科、外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、呼
吸器外科、皮膚科、泌尿器科、婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、気管食道科、リハビリテーション
科、放射線科、麻酔科、歯科

公立病院改革プランの概要

対　　象　　期　　間

病
院
の
現
状

公立病院として今後果たすべき役
割(概要)
（注）詳細は別紙添付

病 院 名

所 在 地

団　　　　体　　　　名

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

経常収支比率 90.0 91.2 94.3 96.4 97.3

医業収支比率 77.5 74.2 77.4 79.3 80.5

職員給与費比率 56.5 58.7 55.4 53.7 52.6

病床利用率 73.3 65.3 71.5 73.1 74.2

上記目標数値設定の考え方

　(2) 高度医療機器の運用に伴う収支差及び減価償却費の1/2（H14年度以前分：1/3）
　(3) 総合情報システムに係るリース料
　(4) ＩＣＵ及びＲＩ治療室の整備・運用に要する経費
　(5) 外来化学療法センターにおける運営収支差
２　看護師等養成に要する経費（従事する職員に係る人件費）
３　保健衛生行政事務に要する経費（従事する職員に係る人件費）
４　院内保育所の運営に要する経費（運営収支差）
５　建設改良に要する経費（病院事業債充当額を除いた経費の1/2）
６　企業債の元利償還に要する経費（元利償還金の1/2（H14年度以前分：2/3））  等

財務に係る数値目標

・　医業収益の伸長による医業収支の改善を基本に経営改善に努めることにより、過去５
年間の実績（2.0％／年）を上回る年間平均2.1％の改善により、平成２３年度に経常収支
比率97.3％の達成を目標とした。
・　任意項目として、医業活動の効率性を計ることができる医業収支比率を指標とした。

（経常黒字化の目標年度：平成３２年度）

 
 
 

経
営
効
率
化
に
係
る
計
画

一般会計における経費負担の考
え方(繰出基準の概要）
（注）詳細は別紙添付
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団体名
（病院名）

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

ｽﾃｰｼﾞⅢ，Ⅳの患者数 900 980 1,050 1,110 1,160 診療機能

逆紹介率 21.0 19.5 22.0 23.0 24.0 地域支援機能

医師・看護師等の研修受入数 24 31 34 34 37 教育・研修機能

医療相談件数 6,147 7,400 8,000 9,000 10,000

病院ＨＰアクセス件数 340,218 360,000 380,000 400,000 420,000

治験・臨床試験件数 27 28 29 30 31 研究機能

地域がん登録精度(DCO) 38 35 30 28 25 政策支援機能

１９年度実績 ２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 備考

クリティカルパス適応症例率 25.0 28.0 31.0 34.0 医療の質
医療安全管理研修・講習会等
への参加者数 346 350 350 350 360 医療安全

認定看護師相談件数 1,905 2,500 3,000 3,500 4,000 患者満足度

民間的経営手法の導入

事業規模・形態の見直し

経費削減・抑制対策

政策医療に係る数値目標

医療サービスに係る数値目標

数
値

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経
営
効
率

・ 医療スタッフの業務の効率化を図るため、手術室清掃業務を外部委託する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年度～）

　

・ センター全職員のコスト意識を高め、光熱水費や紙代等の縮減に努める。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年度～）
・ 医薬品・診療材料に係る価格交渉を強化する。（平成20年度～）
・ ジェネリック医薬品の使用率を向上させる。（平成20年度～）
・ 医薬品に係る在庫量の適正管理を徹底する。（平成21年度～）

情報発信・相談機能

栃木県
（がんセンター）

経費削減・抑制対策

収入増加・確保対策

その他

・ 診療科別の定数を見直すとともに、必要な医師数を確保する。（平成20年度～）
・ 手術室を６室から７室に増やし、効率的な運用を行う。（平成21年度～）
・ 需要の高い化学療法や放射線療法に係る提供体制を強化する。（平成21年度～）
・ 現行のがんモデル検診事業を見直し、高精度ながん施設検診を実施する。
                                                                                       （平成21年度～）
・ 自費診療による遺伝子検査や遺伝カウンセリングを実施する。（平成21年度～）
・ 医師の負担軽減を図るため、医療事務補助員を採用する。（平成21年度～）
・ 病床の一元的な管理のためのルールを設定する。（平成21年度～）
・ レセプトの点検強化等により診療報酬の請求漏れ等を防止する。（平成20年度～）
・ 診療費滞納者情報について一元管理を実施し、未収診療費の回収の取組を強化する。
                                                                          　　　　　　　　　 （平成21年度～）

値
目
標
達
成
に
向
け
て
の
具
体
的
な
取
組
及
び
実
施
時
期

率
化
に
係
る
計
画

 医薬品に係る在庫量の適正管理を徹底する。（平成2 年度 ）
・ 手術室において １手術２看護師体制を導入する。（平成21年度～）
・ 臨床工学士による医療機器の保守管理を徹底し、修繕費の削減を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年度～）
・ 業務委託契約更新時において、業務量等に応じて、契約内容や仕様書を見直す。
                                         　　　　　　                                  　　    （平成21年度～）

・ 臨床試験管理部門を強化し、治験、臨床試験を積極的に推進する。（平成21年度～）
・ 病院ホームページの内容の充実を図るとともに、迅速な更新を行う。（平成20年度～）
・ 各種講演会や院内展示会、健康相談等、がん医療に関わる啓発事業を充実を図る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年度～）
・ 患者満足度調査を実施し、その分析結果に基づいて業務改善を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成20年度～）
・ センターの診療内容や治療実績等に係る情報を積極的に発信する。（平成21年度～）
・ 職員満足度調査を実施し、その分析結果に基づき職場環境の改善を推進する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成21年度～）
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団体名
（病院名）

別紙１のとおり

病床利用率の状況 １７年度 79.4% 1８年度 78.8% １９年度 73.3%

病床利用率の状況を踏
まえた病床数等の抜本
見直し、施設の増改築
計画の状況等

各年度の収支計画

そ
の
他
の
特
記
事
項

栃木県
（がんセンター）

県東・央保健医療圏
  １　医療圏の状況（H21.1現在）
　　　 ・人口：662,282人　　・面積：980.77㎢　　・構成市町：２市５町
　２　基準病床数（H21.1現在）
　　　 ・基準病床数：４，６７６床　　・既存病床数：５，２２１床
  ３　公的病院の配置状況（H21.1現在）
　　(1) 県立病院 ： ３病院（岡本台病院、がんセンター、とちぎリハビリテーションセンター）
　  (2) 公的医療機関 ： ２病院（済生会宇都宮病院、芳賀赤十字病院）

再
編

二次医療圏内の公立病院等
配置の現況

都道府県医療計画等における
今後の方向性

  これまで、クリティカルパスの導入拡大等を図ることにより、医療の効率的な提供に努め
た結果、入院患者に係る緩和ケア病棟を除く平均在院日数は30.8日（H14年度）から18.3
日（H19年度）へと短縮するとともに、退院患者数も3,056人（H14年度）から4,773人（H19年
度）へと増加してきたが、病床利用率については低下傾向で推移している状況である。
　今後とも、病床利用率の向上に向けて新規入院患者の確保に鋭意努めることとする
が、診療科別の患者数の動向や平成21年4月から導入するＤＰＣ制度の影響等も勘案し、
病棟構成のあり方を含め、病床数の見直しを検討する。

○二次・三次救急医療、へき地医療や周産期医療をはじめ、公的医療機関が担っている
多くの分野の医療は、学校法人、社団法人、利用法人が設立した病院の協力が不可欠と
なっていることから、地域の医療資源を把握し、公的病院とそれ以外の医療機関との機能
分担や連携を推進する。

○地域の医療資源が限られる中で、長期的な医療や急性期から維持期に至るまでの一
連の医療を一つの医療機関で行うことが難しくなっていることから 地域において構築さ

（注）
１
２

詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

＜時　期＞
　

　
       平成２４年度（予定）

＜内　容＞

①検討・協議の方向性
　都道府県がん診療連携拠点病院として、県内がん医療水
準の向上に向けてリーダーシップを発揮することが求められ
ていることから、国立がんセンターや県内の地域がん診療
連携拠点病院、一般病院等とのネットワーク化を図り、地域
連携クリティカルパスの導入やがん医療専門スタッフの育
成、県民に対するがん医療情報の発信等に積極的に取り組
む。
　
・平成20年度・がん看護研修会、緩和ケア研修会の開催
　　　　　　　　 ・地域がん登録担当者に対する研修の実施
・平成21年度・在宅医療連携に向けた退院調整パスの導入
　　　　　　　　 ・県版「がん情報サイト」の開設
　　　　　　　　 ・患者必携（患者手帳）の試験的導入
・平成22年度・５大がんに係る県版地域連携クリティカルパ
　　　　　　　　 スモデルの検討、試行
　　　　　　　　 ・化学療法に従事する医療スタッフに対する研
　　　　　　　　 修会の実施
平成23年度・県版地域連携クリティカルパスの一部運用
　　　　　　　　 ・放射線療法に従事する医療スタッフに対する
　　　　　　　　 研修会の実施
・平成24年度・県版地域連携クリティカルパスの運用
　
②検討・協議体制
　　　栃木県立がんセンター改革プラン検討委員会

編
・
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
化
に
係
る
計
画

再編・ネットワーク化計画の概
要及び当該病院における対応
計画の概要

連の医療を一つの医療機関で行うことが難しくなっていることから、地域において構築さ
れた医療連携体制を活用し、患者中心の切れ目のない医療を提供するツールとして、地
域連携クリティカルパスの積極的な導入・普及に努める。
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団体名
（病院名）

経営形態の現況

（注）
１
２

詳細は別紙添付
具体的な計画が未定の
場合は、①検討・協議の
方向性、②検討・協議体
制、③検討・協議のスケ
ジュール、結論を取りま
とめる時期を明記するこ
と。

 １  点検・評価の体制
　 (1)  院内組織による進行管理
　　　　    毎月開催している運営会議において、改革プランの取組状況を確認するととも
　　　　に、必要に応じて取組の見直しや追加的な対応を行う。
　 (2)  評価委員会の設置
         　外部有識者等をメンバーとする「栃木県立病院改革プラン評価委員会（仮称）」
　　　　（以下「評価委員会」という。）を設置し、改革プランの実施状況について点検・評
　　　 価を受ける。

 ２　公表の方法
評価委員会の審査結果に基づき 当該年度の改革プランの取組実績とその評価

（該当箇所に

経営形態の見直し（検討）の方向
性

＜時　期＞

       平成２４年度（予定）

＜内　容＞

①検討・協議の方向性
　今後、改革プランの達成状況を踏まえ、経営形態の見直し
の必要性やその方向性について検討する。
　
②検討・協議体制
　病院事業経営改善推進委員会において意見を求める。

点
検
・
評
価
・

点検・評価・公表等の体制
(委員会等を設置する場合そ
の概要）

（該当箇所に

経
営
形
態
見
直
し
に
係
る
計
画

経営形態見直し計画の概要

討中の場合は複数可）

栃木県
（がんセンター）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

・　開院後２０数年を経て、初期に整備した施設の老朽化が顕著になってきていることや、
外来患者の増加に伴う施設の拡充・整備が求められていることから、今後長期的な視点
から、病床数や病棟構成に基づいた施設整備のあり方について検討を進めていく。

 　　   評価委員会の審査結果に基づき、当該年度の改革プランの取組実績とその評価
     結果について県ホームページ等に掲載するとともに、県政記者クラブあて資料提供
　　する。

    センター内において改革プランの進捗状況を点検・評価　　　毎年６月
  　評価委員会において改革プランの進捗状況を点検・評価　　毎年７月
　　改革プランの達成状況等に係る評価結果について公表　　　 毎年８月

その他特記事項

・
公
表
等

点検・評価の時期(毎年６月頃
等）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合

公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

公営企業法財務適用

指定管理者制度

CheckBox2

民間譲渡

診療所化

公営企業法全部適用 地方独立行政法人

一部事務組合・広域連合公営企業法全部適用 地方独立行政法人 指定管理者制度

老健施設など、医療機関以外の事業形態への移行

を記入、検

を記入）

4






